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下水道の未普及解消のための取り組み

資料３
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下水道で整備する区域等についての現行の考え方未普及解消

都道府県構想の考え方

汚水処理を100％普及させることを目的として、各地
方公共団体において、下水道、農業集落排水、合併
処理浄化槽等につき、地域の特性、それぞれの施設
の特徴を踏まえ、主として経済性の観点から整備区
域に関する効率的な役割分担を定める。

・水質環境基準
の達成・維持の
ため放流水質を
設定

家屋が密集した
市街地等は
「下水道」で整備

家屋のまばらな区
域は「浄化槽」で
整備

・主として各戸単位で
設置し、生活排水を
処理

・面的に整備し、生
活排水、営業排水、
事業場排水等、多
様な排水を処理

※ ←環境基準点 ○○湖

（下水処理場）

農村部は集落単位で
「農業集落排水施設」
を整備

流域別下水道整備総合計画（下水道法第２条の２）
の考え方

公共用水域における水質環境基準の達成・維持を目
的として、下水道整備の基本的な事項（根幹的施設の
配置や放流水質等の能力、整備の優先順位など）を
定める。

下水道事業計画（下水道法第４条）の考え方

概ね５～７年間の具体的な事業計画を定め、段階的
に整備。
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下水道計画及び整備の現状未普及解消

※１未整備区域：本資料においては、下水道計画区域において下水道が整備されていない区域の
ことをいう。（すなわち、下水道計画区域外は含まない。）

※２計画達成率：下水道処理人口／下水道全体計画人口

都市規模別下水道普及率

（平成１7年度末）

１００万人以上
５０～１０
０万人 ３０～５０万人

１０～３０万人 ５～１０万人 ５万人未満 計

2,619 1,076 1,779 3,045 1,962 2,225 12,706

2,576 869 1,366 2,062 1,056 874 8,802

11 15 46 189 282 1,279 1,822

注）総都市数 １，８２２の内訳は、市 ７７８、町 ８４６、村 １９８（東京区部は市に含む）。
総人口、処理人口は四捨五入を行ったため、合計が合わないことがある。
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１００％
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下水道未整備区域の人口

＝約２，４００万人

約45万人 約165万人 約305万人 約665万人 約540万人

中核市においても未整備区域の人口が多い
・岡山市（普及率51％ 未普及人口296,000人）
・船橋市（普及率54％ 未普及人口250,000人）
・豊田市（普及率56％ 未普及人口106,000人）
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都市規模別下水道普及率

（平成１7年度末）
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2,619 1,076 1,779 3,045 1,962 2,225 12,706

2,576 869 1,366 2,062 1,056 874 8,802

11 15 46 189 282 1,279 1,822

注）総都市数 １，８２２の内訳は、市 ７７８、町 ８４６、村 １９８（東京区部は市に含む）。
総人口、処理人口は四捨五入を行ったため、合計が合わないことがある。
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下水道未整備区域の人口

＝約２，４００万人

約45万人 約165万人 約305万人 約665万人 約540万人

中核市においても未整備区域の人口が多い
・岡山市（普及率51％ 未普及人口296,000人）
・船橋市（普及率54％ 未普及人口250,000人）
・豊田市（普及率56％ 未普及人口106,000人）
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５８％
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約630万人

・現在の都道府県構想に基づく各種汚水処理施設の最終的な役割分担では、下水道が約８８％、
農業集落排水施設や合併処理浄化槽等が約１２％。

・平成１７年度末の汚水処理人口普及率は約８割でその内訳は、下水道が６９％、農業集落排水
施設等が３％、合併処理浄化槽が９％。

・平成１７年度末の下水道処理人口普及率は約７割となっているが、整備水準は都市規模によっ
て格差が大きく、また下水道の未整備区域（※１）の人口は大都市にも中小市町村にも分布。

・現在の都道府県構想における役割分担では、中小市町村ほど最終的な下水道の整備目標が低
く、また計画達成率（※２） についても低い状況。

各種汚水処理施設の整備状況

0% 20% 40% 60% 80% 100%

下水道　６９．３％

農業集落排水施設等
２．８％

合併処
理浄化
槽
８．６％

コミュニティープラント
０．３％

下水道　約８８％
農業集落排水
施設、合併処
理浄化槽等を
合わせて
約１２％

（平成１７年度末汚水処理人口普及率）

（都道府県構想における整備目標）
各汚水処理施設の最終整備目標より国土交通省が作成

その他　１９．０％

汚水処理人口普及率　８０．９％
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主な問題点 ～地方公共団体の声～未普及解消

未普及解消の主な問題点
（地方公共団体のアンケート結果から）

地方公共団体の財政事情が厳しい中、下水道は初期投資が高く、事業期間が長期に亘る

ことから、いかに下水道事業の予算を確保するかが課題。

人口減少、高齢化が進んでおり、今後もその傾向は続くものと予測され、現在の計画のまま

では下水道整備が非効率になることを懸念。

以上の理由等から下水道の着手や概成等に対する明確な方針が打ち出せない市町村が

存在。

○このため、未整備区域の現状について調査・分析を行い、問題点等について定量的に検証。
→国土交通省下水道部では、平成18年9月から10月にかけて、全公共団体を対象に汚水処理等の整備状
況に関する調査（以下、「整備状況調査」という。）を実施。

・下水道の未普及解消に関し、地方公共団体が抱えている主な問題点を集約。
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7,579
(72%)

8,272
(69%)

566
(47%)
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(20%)

2,935
(80%)

3,016
(28%)

3,768
(31%)

638
(53%)

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000

市街化区域等※

　DID地区

市街化調整区域

未線引区域

面積（km2）

整備済区域 未整備区域

4,420
(84%)

5,246
(83%)

199
(36%)

141
(51%)

138
(49%)

361
(64%)

813
(16%)

1,043
(17%)

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000

市街化区域等※

　DID地区

市街化調整区域

未線引区域

人口（万人）

整備済区域 未整備区域

未整備区域の現状 ～市街化区域等における分布状況～

・未整備区域の人口の約7割は市街化区域等に分布。

・人口5万人未満の市町村においても未整備区域の人口の5割強が市街化区域等に分布。

未普及解消

（平成17年度末現在）・面積ベース

・人口ベース

＜未整備区域の分布状況＞

整備状況調査において回答のあった1,007市町村について集計。

未整備区域の面積

人口５万人未満

未整備区域の人口

未整備区域の面積

市街化
調整区域
(40%)

DID地区
(41%)

市街化
区域等※
(51%)

未線引
区域
(9%)

市街化
調整区域
(23%)

DID地区
(53%)

市街化
区域等※
(68%)

未線引
区域
(9%)

市街化
調整区域
(18%)

DID地区
(48%)

市街化
区域等
(56%)

未線引
区域
(26%)

※市街化区域等には、未線引区域の用途地域を含む。

未整備区域の人口

整備状況調査において回答のあった
６３６市町村について集計。

市街化
調整区域
(29%)

DID地区
(41%)

市街化
区域等※
(47%)

未線引
区域
(24%)
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未整備区域の現状と問題点 ～厳しい財政状況～

・中小市町村ほどより厳しい財政状況。

・また、中小市町村ほど汚水処理原価が高く、一般会計からの繰り入れが多くなっている。その原因
としては、供用開始後の経過年数が比較的短いことや、比較的小規模であること等が考えられる。

未普及解消

都市規模と財政力指数の関係

整備状況調査において回答のあった1,499市町村について集計。

注）平成16年度　下水道統計（（社）日本下水道協会）をもとに国土交通省作成。
　単独公共下水道のみの値である。

汚水処理原価と下水道使用料単価　（平成1６年度）

63.5 55.6 67.0

114.6

174.2

148.7
122.3

161.7

311.2

442.2

141.3 138.5 144.0 149.1

71.9
36.6

90.2

281.8

467.3

140.3

支

出

収

入

一般会計での
対応分

使用料単価

1m3あたりの処理原価
（円／m3)

起債元利償還費

維持管理費

212.2

425.8

177.9

228.7

全国平均 一般都市
5万以上

指定都市 一般都市
5万未満

616.4

特定環境保全公
共下水道（全国）

（平成１６年度）
汚水処理原価と下水道使用料単価

（平成1６年度）

0.96
0.86 0.84

0.71
0.57

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

50万人以上 30～50万人 10～30万人 5～10万人 5万人未満

財
政
力
指
数
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未整備区域の現状 ～人口減少傾向、高齢化傾向～

・過去５年間では、都市の規模によらず未整備区域は整備済区域に比べ人口減少の傾向。

・中小市町村ほど、今後人口が急速に減少する見込み。また、高齢化率が高い。

・なお、全国的に見て、市街化区域内の人口総数及び人口密度は都市の規模にかかわらず、これ
まではほぼ横ばい。

未普及解消

（年）

出典：日本の市区町村別
将来推計人口,国立社
会保障・人口問題研究
所（2003年12月）より国
土交通省作成
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(%) ②都市規模別の将来人口の割合

下水道未整備区域の人口動向
（H12⇒H17）

①未整備区域の人口動向
（Ｈ１２年度末→Ｈ１７年度末）

整備状況調査において回答のあった1,021市町村について集計。
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整備済区域 未整備区域

整備状況調査において回答のあった1,463市町村について集計。
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%
)

（平成17年度末現在）

③都市規模毎の高齢化率

（参考）市街化区域の人口動向
（Ｈ１１年度末→Ｈ１６年度末）

出典：平成12年都市計画年報、平成17年都市計画年報より作成
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未整備区域の現状 ～下水道整備に対する要望～未普及解消

合併浄化槽
約２５％

汲み取り式
約２５％

単独浄化槽
約２５％

コミプラ・その他
約５％

集落排水
約２０％

○下水道計画区域外

合併浄化槽
約３０％

汲み取り式
約２５％

単独浄化槽
約４０％

コミプラ・その他
約５％

水洗トイレ
約７５％

雑排水が未処理
約６５％

○下水道未整備区域内

合併浄化槽
約２５％

汲み取り式
約２５％

単独浄化槽
約２５％

コミプラ・その他
約５％

集落排水
約２０％

○下水道計画区域外

合併浄化槽
約３０％

汲み取り式
約２５％

単独浄化槽
約４０％

コミプラ・その他
約５％

水洗トイレ
約７５％

雑排水が未処理
約６５％

○下水道未整備区域内

○下水道計画区域外

合併浄化槽
約３０％

汲み取り式
約２５％

単独浄化槽
約４０％

コミプラ・その他
約５％

水洗トイレ
約７５％

雑排水が未処理
約６５％

○下水道未整備区域内

下水道整備に対する要望

3 5 5

2 1 7

1 2 7

1 2 6

8 1

4 9

1 4

1 0

4

1

0 1 0 0 2 0 0 3 0 0 4 0 0

早 く水 洗 化 を
行 いたい

身の回 りの 環境 を
改善 した い

浄化槽等の 管理等 に
手間 、費 用がかか る

既 に浄化槽等 により
水 洗 化 して いる

高 齢者世帯
で ある

くみ 取 り式 トイレ
で も満 足

財政的理由

浄化 槽の改築時期
に合わせ て

新築 ・改 築 の時期
に合わせ て

高齢の ため、
水 洗化 した い

市町村数

※ 複数回答 による集 計

　 　整 備 促 進 に関 する要望
　 　整 備 が進 ま な い理由

・未整備区域において、下水道整備に対し、さまざまな要望が存在。

・整備促進に関する要望としては、「トイレの水洗化」「生活環境の改善」「浄化槽の管理等に手間と
費用がかかる」等が挙げられている。

・整備が進まない理由としては、「既に浄化槽により水洗化している」「高齢者世帯が多い」等が挙げ
られている。

未整備区域における浄化槽等の
整備状況（平成１７年度末現在）

（参考）下水道計画区域外
における整備状況

整備状況調査において回答のあった533市町村について集計
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未整備区域の現状 ～公共用水域の水質保全～

・三大湾（東京湾、伊勢湾、大阪湾等）、指定湖沼といった閉鎖性水域においては環境基準達成率
が依然として横ばいであり、水道水源水域では異臭味被害が発生。

・これらの水域に係る未整備区域の人口は約1,400万人（全国の未整備区域内人口（約2,400万人）
の約6割）に上る。

未普及解消

(78%)

(22%)

(75%)

(25%)

(82%)

(18%)

(84%)

(16%)

三大湾 指定湖沼 水道水源

（水域の重複を考慮）

未整備
区域内人口
130万人

整備済
区域内人口
470万人

未整備
区域内人口
900万人

整備済
区域内人口
5,000万人

未整備
区域内人口

600万人整備済
区域内人口
1,800万人

未整備人口
1,400万人

整備済
区域内人口
6,200万人
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三大湾、湖沼の水質レベルは横ばい

環境基準達成率
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※指定湖沼を水道原水としている浄水施設のうち、カビ臭等による異臭味被害を受け、通常の浄水方法の他に対応が必要となった

浄水施設から給水を受けている人口の合計及び影響日数

（注）手賀沼については、水道原水として沼から直接取水は行われていないが、直下流において取水を行っている

（注）金房ダム貯水池（給水人口）のＨ１２，Ｈ１４データは、０

出典：中央環境審議会水環境部会、第3回湖沼環境保全専門委員会、資料－5、2004
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釜房ダム貯水池（給水人口） 霞ヶ浦（給水人口） 手賀沼（給水人口） 印旛沼（給水人口）

琵琶湖（給水人口） 釜房ダム貯水池（影響日数） 霞ヶ浦（影響日数） 手賀沼（影響日数）

印旛沼（影響日数） 琵琶湖（影響日数）

水道水源において異臭味被害が発生

▲

＊

指定湖沼を水道水源とする水道事業体における異臭味被害の状況

出典：中央環境審議会水環境部会、第３回湖沼環境保全専門委員会、資料－5,2004

カビ臭等による異臭味被害を受け、通常の浄水方法を超えて対応

手賀沼
・給水人口約100万人
・影響日数約360日

琵琶湖
・給水人口約190万人
・影響日数約150日
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今後の施策のあり方未普及解消

①ナショナルミニマムの観点から、将来的には、下水道、農業集落排水施設、合併処理浄化槽
等により汚水処理施設を１００％普及。

②市街化地域や水質保全上重要な水域等における下水道については、重点的に整備し、一定期
間で概成。

中長期的な整備目標

①地方公共団体は自ら､地域特性を踏まえ､地域にとって最適な汚水処理施設の整備計画を策定。
関係省庁は、より一層連携を強化し、各地方公共団体が行う各種汚水処理施設の整備を総合
的に支援。

②一方、下水道整備については、広域的な公共用水域の水質保全の観点から、国や都道府県に
よる一定の調整が必要。

③また、将来人口が確定できないこと等を踏まえ、時間軸を考慮した構想を策定し、定期的な
見直しを実施。さらに、柔軟な計画・整備手法へと転換。

④下水道等汚水処理施設整備の必要性や排出者としての住民の責務等について、住民と協議し
整備目標を共有するための仕組みを構築。

今後の基本的施策のあり方
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今後の下水道計画等の具体的な進め方未普及解消

②関連事業分野とのより一層の連携強化 →農業集落排水施設、浄化槽等との一層の連携を強化。
また、し尿処理、ゴミ処理等関連行政全体の連携を強化。

（例）○農業集落排水施設や浄化槽の汚泥及びし尿の一体処理
○ゴミとの一体処理（生ゴミ、剪定廃材の受け入れとバイオマスエネルギーの活用）
○地方公共団体における組織体制の一元化や会計の一体的管理

④住民参画 →下水道等汚水処理施設整備の必要性や排出者としての住民の責務等につき、住民と協議し整備目標を共有す
る仕組みを導入。

（共有化する目標の例）・整備区域
・供用開始の時期
・住民の責務（下水道への接続義務、適正な下水道利用、使用料支払い など）

③時間軸を考慮した柔軟な整備手法の導入 →将来人口が確定できない中、短・中期的な整備を手戻りなく事業展開するための
新たな整備手法を導入。

（例）○計画下水量設定の見直し
○分散型処理区の設定
○耐用年数の短い簡易な施設や転用可能な施設による整備

①都道府県構想の見直し →地方公共団体が自ら、地域特性を踏まえ、地域にとって最適な汚水処理施設の整備計画を策定。

（例）○時間軸に応じた複数の構想の策定
○将来人口が確定できない状況等に柔軟に対応できるよう各種汚水処理施設の整備計画区域を見直し
・今後とも一定の人口規模が見込まれ、都市活動が行われ引き続き下水道で整備する区域
・当面は一定の人口規模が見込まれ下水道が効率的であるが、将来は人口減少の影響があると見込まれること
から、時間軸を考慮した柔軟な整備手法により整備を行う区域
・人口減少の影響が大きく下水道が非効率になると見込まれ、下水道計画区域から除外し、他の施設に委ねる
区域
などの見直し

⑤予算制度等を活用した整備の重点化 →特定の区域に補助を手厚くするための補助制度や予算配分の重点化等により整備
を重点化。
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アウトカム目標の考え方

・ナショナルミニマムの観点から、汚水処理が将来的に、下水道、農業集落排水施設、合併処理浄
化槽等の総合的な整備により１００％普及すべきとの考えから、アウトカム指標については、汚水処
理人口普及率を設定。

・また、三大湾、指定湖沼等、水質保全上重要な水域において重点的に整備を行うことから、これら
の水域に限定した汚水処理人口普及率を別途設定。

・一方、上記目標の中で下水道事業の投資に対する評価及び着実な進捗管理を行う観点から、下
水道処理人口普及率を併用。

未普及解消

（参考）現行の下水道に関するアウトカム指標

指標名 数値目標 実績値（H17） 定義

下水道処理人口普及率
65％（H14）
→72％（H19）

69% 総人口に対して、下水道を利用できる人口の割合

汚水処理人口普及率
76％（H14）
→86％（H19）

81%
総人口に対して、下水道、集落排水施設、浄化槽等の汚水処理施設を
利用できる人口の割合

水道水源域における下水
道処理人口普及率

48％（H12）
→60％（H18）

60%
水道水源や水道取水口の上流域に処理水を放流する下水処理場に係
る事業を実施している市町村における下水道処理人口普及率


